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多利用型統合的海域管理計画(素 案)

1.は じめに

(1)計 画策定の背景 ・目的

ア 背景

「知床」は、

・ ① 「北半球で最も低緯度に位置する季節海水域であ り、季節海氷の形成による影響

を大きく受 け、特異な生態系の生産性が見 られるとともに、海洋生態系 と陸上生態

系の相互関係の顕著な見本である。」

・ ② 「多くの海洋性及び陸上性の種にとって特に重要であ り、これらの中にはシマフ

クロウ、シレ トコスミレなど多くの希少種が含まれている。本地域は多 くのサケ科

魚類にとって世界的に重要であるとともに、 トドや多 くの鯨類を含む海棲哺乳類 に

とっても世界的に重要である。本地域は世界的に希少な海鳥類の生息地 として重要

であるとともに、渡り鳥類にとって世界的に重要な地域である」

・ 以上の評価 を受け、平成17年7月17日 、南アフ リカ共和国ダーバンで開催され

た第29回 世界遺産委員会において、自然遺産 として世界遺産一覧表に記載された。

・ 世界自然遺産 登録に際 して、世界遺産委員会から海域を世界遺産地域と して保全す

るため、海域管理計画の策定を急ぐこととされている。

イ 目的

・ 多利用型統合的海域管理計画(以 下 「計画」という。)は 、知床世 界自然遺産地域

内の海域(以 下 「遺産地内海域」 という。)及 びその周辺海域における海洋生態系

を保全することを目的とする。

(2)計 画の目標

・ 遺産地内海域を保全するため、遺産地内海域及びその周辺海域における持続的な

水産資源利用による安定的な漁業の営み と海洋生物や海洋生態系の保護管理の両立

を目標 とする。

・ その保全のための方策としては、漁業資源の持続的資源管理 と海洋生物な どの継続

的モニタリングによ り、逐次その結果を科学的検証によ りIll頁応的に見直すIll頁応的管

理(以 下r川頁応的管理」という。)に よ り行うこととする。

(3)対 象地域

距岸3kmま での遺産地域内海域(図 面添付)

2.保 護管理の基本的な考え方

(1)基 本方針

・ 持続的な水産資源利用 による安定的な漁業の営み と自然公園法など既存の法規制を

遵守することはもとよ り、海洋生物や海洋生態系の保護管理の両立を維持するため、

漁業関係規則や漁業 者 ・漁業団体が当海域で実施 している自主管理措置といった漁

業関連のルールを基調 とする。

(2)知 床の海洋生態系の概要と保護管理の考 え方
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・遺産地内海域及びその周辺海域は、生態系の保全について考 えると、関連性の大きい

ものと して 「サケ類 ・スケ トウダラ等主要漁業の自主管理」やr沿 岸の環境変化」が

挙 げられる。また、沿岸生態系と して海鳥 ・海ワシ類や海棲 ほ乳類な ど様々な要因が

複雑に関連して おり、これらを整理すると次に示す因果関連図とな り、本計画の対象

とする範囲は太枠で囲まれた部分となる。

図1因 果関連図

地域生活圏の保証と安定 持 続 的 漁 業
漁業経営の後継者確保.基盤強化

漁業と観光産業の連携

活_・鮮_iJIL通の ランド化

管 理 計画 策定 へ の 合意 形成(知 床魚介類のプランド化1

海 洋 レクリエー ション

の 適 正 化 水 産 物 需給 の 変動 予 測

サ ケ類 ・スケ トウダラ等主 要 漁 業 の

驚 麟 臨 講 蘂 自主管理・1順応的漁業の検討
規則

扁獣保護'

海鳥・海ワシ類
の保護対策

海棲ほ乳類
の保護対策

海棲ほ乳類の捕

獲・駆除

河川工作物の在り方 ㌦

サケ科魚類野生繁殖

魚の河川遡上の促進

世界遺産海域の陸棚生態系の保全

世界遺産海域の海岸・沿岸生態系の保全

マリンデブリス

漁業調整委員会指示

陸域一海洋生態系
の相互作用の保全

鰭脚類の混獲と被室

実態調査

知床の沿岸環境変化

試 ・水 研などによる資源

調査 ・モニタリング

世界遺産海域の環境

と生物のモニタリング

北方四島の海洋生態系の保全

ロシア漁業の実態調査

(遺産地域内海域の生態系)

・ 知床の海洋生態系は、アイスアルジーに起因する特徴的な海洋環境によ り魚介類や

海ワシ類、海棲ほ乳類など多種多様な生物が生息 している。

・ これ を生態系 ピラミッ ド図で示すと図2の とお りであり、海洋環境や漁業などの人

間活動、魚介類、海鳥 ・海ワシ類、海棲 ほ乳類な ど、その構成要素の微妙なバラン

スの上に成 り立っている。

・ したが って、 この調和 している現状のバランスを崩さないよ うに保護管理 してい く

ことが重要である。

(保護管理の考え方)

・ 保護管理を進めるに当た っては、海洋生態系の保全と各栄養段階の構成種の多様性

を維持するとともに、よ り高次な栄養段階の指標種(以 下 「指標種」という。)を 選

定 し、持続的資源管理 と川頁応的管理を行い海洋生態系の保全 に努めるものである。

・ 指標種以外の構成要素 については、調査研究などにより把握するとともに、科学的
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検証を通 じて、その結果 を保護管理措置に適切 に反映 し川頁応的に見直すこととする。

・ なお、海洋 レク リエーシ ョンな どの人間活動につ いても、生態系の保全 に十分に配

慮する。

〔知床の海洋生態系イメージ図】 図2

漁
巣
な
ど
の
人
間
活
動

(3)各 種構成要素の保護管理の考え方

a.海 洋環境 と海洋生態系

1海 洋環境

・ 当海洋生態系を支えている海洋環境及び指標種以外の構成種について は、調査

研究やモニタ リング調査により、その動向を的確に把握 していく。

・ 開発行為に関 しては、各種法令等によ り適切な規制を行い、当海域の適切な保

全 を図る。

・ 当海域の適切な保護管理のため には、更にその外側に広がる海域の環境につい

ても配意する必要があることか ら、周辺海域における各種1青報の収集 も合わせ

て行 う。

ii漂 流漂着 ゴミ

・ 漂流 ・漂着ゴミによる海洋生態系への悪影響の軽減及び漁場環境の保全を図る。

b.水 産資源(魚 介類)

・ 知床周辺海域で は、生物生産の豊かさに支えられて漁業活動が行われて おり、漁

業を基幹産業として地域が発展 してきた。

・ 主な水産資源は、シロザケ、カラフ トマス、スケ トウダラである。
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・ これら水産資源については、これまでも調査等によ り資源動向の把握が行われ、漁

業関係法令や漁業者 ・漁業団体の自主的な取組みによ り、資源の管理 ・利用に関す

る規制や資源の増殖などが行われている。

・ 遺産地域内海域の生態系の指標種と してシロザケ、カラフ トマス、スケ トウダラの

各種調査や情報収集等 を行う。

c.海棲哺乳類

・ 知床半島沿岸で は2目9科22属28種 の海棲 ほ乳類が確認されてお り、主な海

棲ほ乳類としては鯨類、イルカ類、 トド、アザラシ類などが挙げられる。

・ 海棲ほ乳類は、海洋の食物連鎖における高次捕食者であ り、その個体数 も多いこ

とから重要な生態学的地位を占めている。

・ 特に トドは海洋生態系 ピラミッ ドの中で も高い位置を占め絶滅危惧種に指定され

ている。

・ しか し、 トドについては漁業との軋礫があ り上限を定めて(年 間116頭)捕 獲許

可を しているが、生息範囲が広範囲に及ぶため包括的管理が必要 とな っている。

・ また、アザ ラシ類については鳥獣の保護及び狩猟の適正化を図 り生物の多様性の

確保、生活環境の保全及び農林水産業の健全な発展に寄与することを目的とする

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化 に関する法律」(以 下 「鳥獣保護法」という)の 対

象種 とな っている。

・ 鯨類及びイルカ類などについては、遺産地域内海域及びその周辺海域で見 られる

が、 トド・アザラシ類に比べて漁業との軋礫は少ない。

・ したが って、混獲や漁業被害など漁業との関連性が強い トド及びアザラシ類が遺

産地内海域 の海洋生態系を形作る海棲 ほ乳類の要とな り、指標種 としてモニタ リ

ングを行う。

d.海 鳥 ・海ワシ類

・ 希少種 ・絶滅危惧種及び海洋生態系の上位に位置するという観点か ら適切な保護管

理を図る。

(海鳥類)

・ 知床半島沿岸域の岩場 にはケイマフリ、ウミウ、オオセグロカモメ等の海鳥類が生

息 している。

・ これら海鳥類は、遺産地域内の海岸の岩場で営巣を行うなど、遺産地域内海域を主

要な生息場 とし、知床の沿岸生態系を特徴づける種 といえる。

・ 近年、沿岸域での観光船等の レクリエーション利用による沿岸への過度な接近や餌

付け等が海鳥類の生息を脅か している。

・ このうち環境省版 レッ ドデータブックに絶滅危惧種1類 と掲載されているケイマ

フ リは、こうした利用等による影響が特に大きいことから、指標種と して、各種調

査や情報の収集を行う。

・ これら海鳥類については、鳥獣保護法の対象種とな っており、今後 とも当法律に基
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づき適切な保護管理を推進する。

(海ワシ類)

・ 知床半島沿岸にはオオワシ ・オジロワシの2種 類の海ワシ類が生息 している(オ オ

ワシ:冬 季渡 り ・オジロワシ:繁 殖 十冬季渡り)。

・ 知床の海岸斜面等には、ワシ類が利用する樹木が生育 している良好な森林が連続 し

て存在 してお り、オオワシ、オジロワシにとって重要な生息環境 とな っている。

・ オ ジロワシについては、特に高い密度で営巣、繁殖する重要な繁殖地である。

俵 ≠彰 丈鍔 宕.咳砺C半 島 ごゐγプるオ ジ0ワ シの蝶 緻 り

・ 両種は知床の海洋生態系における高次捕食者であり、陸域 と海域の物質循環を促す

役割を担 っている等、知床の海洋生態系を特徴付 ける種であ り、指標種とする。

・ 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」(以 下 「種の保存法」

という。)に 基づく国内希少野生動植物及び 「文化財保存法」に基づく天然記念物

に指定されている。

・ 種の保存法に基づく保護増殖事業計画が策定されている。

・ 今後ともこれらの法律、計画に基づき適切な保護管理を推進する。

e.そ の他

(海洋 レクリエーション)

・ 近年、海域では、従来の観光 ・レジャー目的の船舶利用や、釣り等 に加え、シーカ

ヤ ックや水上バイク、スキ ューバーダイビングとい った形態のレクリエーションも

広まりつつある。

・ 当該地は海鳥や海棲哺乳類の生息地 ・繁殖地であり、これ らの船舶や水上バイクの

航行、無秩序な餌や りや観察行動などが海鳥や海棲哺乳類の生息に影響を与えるこ

とが懸念される。

・ レクリエーション利用が海鳥や海棲哺乳類に悪影響を与えないよ う、また漁業活動

との両立が図られるよう、「利用ルール」作 りとその普及啓発を推進す る。

3保 護管理措置

(1)海 洋環境

a.調 査研究 ・モニタリング

・ 当海域生態系を支えている海洋環境や、指標種以外の構成要素については、調査研

究やモニタ リング調査 を推進 し、その動向を的確に把握 していくことが管理上重要

である。

・ 研究者や、漁協 をは じめとする地元関係者、関係行政機関が連携 ・協力 し、調査研

究成果に関する情報交換や、観測体制の充実を図る。

・ 気象や、水象、流氷動態等の各種解析の基礎 となる海洋環境の観測体制の充実を図

る。

・ 各種調査研究やモニタリング調査を推進 し、当該海域の構成種及び生態系の構造把

握に努める。

6



（表挿入（別添？）予定：モニタリング調査計画）〉 后鷺・劣海塚での生物礁 儲

〉 翻 塗藤 と海縁塗藤 の纏 澹環

〉 ノ勘難 藤 の藏 鵬 と蘇 の欝 筈

・ 研究者や関係機関等とも協力 ・連携し、周辺海域における各種1青報の収集、状況の

把握に努める。

b.保 護管理措置

・ 開発行為の規制及び海洋汚染の防止

〉 海域距岸3kmの 範囲の海域は、自然公園法に基づき知床国立公園の普通地

域に指定されており、海面の埋め立て等の開発行為を行うためには環境大臣

への届出が必要である。

酬 軍ス(泓 添?ク 錠.'!駆 該当謝 擁要り

〉

〉

〉

〉

〉

今後とも、同法に基づき、適切な保護管理を推進する。

海洋汚染の水質汚濁防止法等による防止

漁業調整規則による海面及び内水面における有害物の遺棄又は漏泄の禁止

漁業権設定漁場における岩礁破砕や土砂採取等の行為の制限

サケ類の稚魚放流期及び親魚遡上期における河川環境等の保全

・漂流 ・漂着 ゴミについては、地元関係者及び関係行政機関が連携 ・協力 し、その現

状把握に努めるとともに、地元 自治体や、NPO等 によるゴミ拾いボランティア活

動等とも協力 ・連携 し、自然環境 に配慮 しつつ、その除去に努める。

(2)指 標種

a.サ ケ類(シ ロザケ ・カラフ トマス)

・ シロザケを対象 とする漁業は 「さけ定置漁業」であ り、「漁業法」に基 づいて、定

置漁業権の免許制によ り漁業が制限されている。

・ カラフ トマスを対 象とする漁業 は主に 「小型定置網漁業」であ り、「漁業法」に基

づいて、漁業協同組合への共同漁業権の免許制 により漁業が制限されている。

・ また、水産資源の保護 ・培養を図るため、海面 における定置漁業以外の採捕制限

や、河 口付近 における採捕禁止の措置が行われ ているほか、資源の維持を図るた

め、一部の河川等で、漁業者等が主体となって、ふ化放流事業が行われている。

・ 今後 とも漁業関係法令や漁業者 ・漁業協同組合等の自主的な取組みによ り、資源

の管理やふ化放流事業を推進する。

(資料挿入:「 水産資源保護 法」、「北海道 海面漁業調整規則」の概要)

(資料挿入:「 漁業法」に基 づく 「定置漁業権」、「共同漁業権」の概 要)

(別 添資料検討:遺 産地域の海域におけるサケ類の管理と利用のルール)
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b.ス ケ トウダラ

・ スケ トウダラを対象とする漁業は 「刺 し網漁業」 と 「はえ縄漁業」で、「北海道海

面漁業調整規則」 に基づ く許可制によ り、漁業が制限されている。

・ スケ トウダラについて は、(独)水 産総合研究センターが主体 となって資源調査及

び資源評価 が行われ、水産資源の保存・管理を目的と して、「海洋生物資源の保存及

び管理に関する法律」に基づき、国及び道 が、採捕量の上限(漁 獲可能量(TAC:

TotalAllowableCatch))を 設定 し、管理 している。

・ また、漁業団体が資源管理協定を締結 して、 スケ トウダラの未成魚の保護措置を講

じているほか、漁業者は産卵親魚を保護するため、操業の自粛期間や区域の設定、

刺 し網の網 目制限な どの自主的な管理 を行って いる。

・ 今後とも漁業者 ・漁業協同組合等の自主的な取組みを推進する。

(資料挿入:「 漁業法」、 「北海道海面漁業調整規則」、「資源管理法」の概要)

(別 途資料 を検討:遺 産地域のスケ トウダラに関する資源管理と利用のルール)

(「北海道海域スケ トウダラ資源管理協定」、「羅臼漁業協同組合における自主管理の

取組」など)

c.ト ド

・ トドは本道漁業に大きな被害を与えており、現在、全道で年間116頭 の制限を設

けて採捕 している。

・ 現在、各種調査や情報収集を行いなが ら、 トドの生態把握 ・漁業被害の未然防止

など、 トドと漁業 との共存を図る取 り組みが検討されている。

d

(資料挿入 「北海道連合海区漁業調整委員会指示」)

アザラシ類

鳥獣保護法の規 定に基 づき、漁業被害の防止を図るため、鳥獣捕獲許可 申請が出

された場合、捕獲 許可審査基準 によ り期間、捕獲人員、1人 当た りの捕獲数等を

定めて許可 している。

また、遺産地内海域の海洋生態系の上位種 としての指標種であることか ら継続的

にモニタ リングを行い、川頁応的管理を行う。

e.海 鳥 ・海ワシ類

(海鳥類)

・ 鳥獣保護法に基づく国指定知床鳥獣保護 区に指定され、狩猟が禁止されているほ

か、学術研究目的等での捕獲を行 うためには環境大臣の許可が必要である。

酬 軍ス(泓 添?ク 予定.'筋 の擁要り

・ 今後 とも、同法に基づき適切な保護管理を推進する。

・ 海上 レクリエーション利用 にあたってのルール ・マナーの普及啓発を推進 し、海

鳥への悪影響を軽減するよう努める。

(海ワシ類)
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・ 種の保存法に基づく国内希少野生動植物種及び 「文化財保護法」に基づく天然記念

物に指定されており、捕獲や殺傷、譲渡 し等が禁止されている。

酬 凄ス(泓 添?ク 予定.'瀦 ヲ今の擁要り

・ 今後とも、 これ らの法律に基づき適切な保護管理 を推進する。

・ 種の保存法に基づき策定された 「オジロワシ保護増殖事業計画」に沿 って、保護増

殖事業分科会での議論 を踏まえ、各種保護増殖事業を実施 していく。

酬 凄ス(泓 添?ク 予定.'騙 盈)擁 要り

・ 全道的な渡 りルー トの解明や行動生態の把握等に努めるとともに、研究者等が既 に

継続的に実施 している営巣地 ・繁殖状況の調査等 とも協力 ・連携を推進する。

・ 重要な越冬地となっている海岸斜面の森林の保全 に努めるとともに、オジロワシの

繁殖期には営巣地周辺 に近づかないよ う利用者への指導、普及啓発を行う。

・ オオワシ、オジロワシの鉛中毒を防止するため、北海道内でのエゾシカ猟における

鉛弾の使用禁止を徹底する。

(3)そ の他の構成要素

(海洋 レクリエーション)

・ 知床国立公園における利用の適正化 については、平成13年 度よ り知床国立公園の

望ま しい保護 と利用のあ り方に関 して、「利用適正化検討会議」を設置 し、検討 を

進めてきている。

・ 平成16年12月 に同会議の了承を経て策定された 「知床半島先端部地 区利用適正

化基本計画」に基づき、動力船やシーカヤ ックによる海域利用 については、 海鳥 ・

海棲哺乳類や漁業活動等への影響が懸念されることから、これ らへの悪影響が生 じ

ないような一定の 「利用の心得」の下での利用を行 うよ う指導する。

酬 軍ス(泓 添?ク 錠.'!躍 凋 盈り

・ その他、水上バイク、ダイビングや冬季の流氷上での体験活動などの レクリエーシ

ョン利用についても、今後利用状況を把握 しながら具体的な取扱方針を検討中であ

る。

・ 動力船を利用 して観光目的で知床山甲等の陸域に上陸することは、自然環境に悪影響

を及ぼすことが懸念されることから、昭和59年 から関係行政機関により 「知床山甲

地区利用規制指導に関する申し合わせ」によ り上陸禁止の指導が行われており、 こ

の 「申し合わせ」等に基づき、関係行政機関等が協力 しながら観光 目的での上陸の

抑制を徹底 ・強化する。

酬 軍ス(泓 添?ク 錠.'厚 ξ臼レ今か ω

・ 遊魚船や観光遊覧船については、海鳥 ・海棲哺乳類に影響の出ない航路 を遵守す る

よ う、関係機関等と協力 ・連携 し、指導を徹底する。

4.管 理 体制 と運 用

(1)計 画の推進管理
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・ この計画 は、遺産海域の保全に係る各種制度を所管する、環境省、北海道が相互

に密接な連携 ・協力のもとに一体 とな った管理を行 うことする。

・ また、地元の関係団体、地元住民等 と合意形成 を図 りながら各種保護管理措置を

進めていくとともに、各保護管理措置の方針や各種の調査結果等の情報について

は速やかに公開する。

・ 計画の適正な推進に当た っては、必要に応 じ知床世界遺産地域科学委員会から助

言を得 ることとし、環境省、北海道は斜里 町、羅臼町、その他の行政機関、北海

道大学などの研究機関、漁業協同組合などの関係団体と協力、連携 して行う。

(2)計 画期間

・ 計画の期間は平成24年 度までの5か 年とし、遺産地内海域及び周辺海域の生態

系の変化、 保護管理措置に関する評価 を踏 まえ、概ね5年 ごとに見 直 しを行い、

必要に応 じ所要の変更を行う。

・ なお、調査結果 は速やかに公開 し、環境省が作成するデータベース等で関係機関

が情報を共有することとする。

(3)そ の他

・ 計画の推進に当た っては、知床世界自然遺産地域連絡会議、知床国立公園利用適正

化検討会議、知床工 コツー リズム推進協議会や、その他必要に応 じ北海道開発局、

森林管理局等 との連携を図る。
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